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GHG emissions projection: 2010-2100
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
私は長年ファイナンスの議論、もちろん科学的に温暖化を議論することはできない。それはビジネスの世界も同じこと。さまざまな懐疑論に付き合うヒマはない（アル・ゴア懐疑論で百科事典ができる）。温暖化の科学は進み、科学的知見は収斂しつつあるが、まだ正確にそのメカニズムや影響を評価できるわけではない。しかし多くの人々が温暖化の進展を意識して行動し始めている以上、ビジネスは遅れずに（先回りして）対応しなければならない。
またパリ合意の『２度をかなり下回る』に向けて各国政府は必要な政策を順次導入していくことを前提。３度でいいじゃないかという（日本にしかない）立場は前提にできないし、それを期待していると変革のプロセスでbehind the curveとなり、競争に後れを取る。
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Figure 2.2. Average effective energy tax rates by country
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Green bonds growth
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
156 new issuers year before (253 total)
2017: 3 new sovereigns
 
New sovereign green bonds from Belgium, Indonesia, Ireland, Lithuania, Poland and the Seychelles, and two taps of France’s GrOAT 
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